
◆制度創設の背景・趣旨 

 ○ 核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加、兄弟姉妹の数の減少など  
  子育て家庭や子どもの育ちをめぐる環境が大きく変化。 
 ○ 子どもや子育て家庭の置かれた状況や地域の実情を踏まえ、国や地域を挙げて、子ども・子 
  育てへの支援を強化する必要。 
 → 子どもの年齢や親の就労状況などに応じた多様かつ質の高い支援を実現するため、消費税 
  財源も活用して、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進。 
 

◆主なポイント 

① 認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保育 
  等への給付（「地域型保育給付」）の創設 
 ・ 各施設がこれまでの経験を踏まえながら、より充実した活動ができるよう支援。地域型保育給付は、都市部に 
   おける待機児童解消とともに、子どもの数が減少傾向にある地域における保育機能の確保に対応 

② 認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 
 ・ 幼保連携型認定こども園の認可・指導監督を一本化（学校及び児童福祉施設としての位置づけ） 

③ 「地域子ども・子育て支援事業」の創設（地域子育て支援拠点、一時預かり等） 
 ・ 地域の実情に応じて、柔軟に選択が可能な13の支援メニューを設定 

④ 市町村が実施主体 
 ・ 住民に最も身近な市町村が、地域のニーズに基づき計画を策定、給付・事業を実施 

 ・ 国・都道府県は、実施主体の市町村を重層的に支える。 

子ども・子育て支援新制度（H27.4.1施行）のポイント 
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※ 幼保連携型については、認可・指導監督の一本化、 
  学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを 
  与える等、制度改善を実施 

保育所 ０～５歳 

認定こども園 ０～５歳 

幼稚園型 保育所型 地方裁量型 

小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育 

認定こども園・幼稚園・保育所・小規模保育など 
共通の財政支援 

施設型給付 

地域型保育給付 

幼稚園 ３～５歳 

 
 

 
・利用者支援事業 
・地域子育て支援拠点事業 
・一時預かり事業 
・乳児家庭全戸訪問事業 
・養育支援訪問事業等 
・子育て短期支援事業 

・子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター
事業） 

 
・延長保育事業 
・病児保育事業 
・放課後児童クラブ 
 
・妊婦健診 

・実費徴収に係る補足給付を
行う事業 

・多様な事業者の参入促進・
能力活用事業 

地域の実情に応じた 
子育て支援 

地域子ども・子育て支援事業 

仕事と子育ての 
両立支援 

 
 
 

 
・企業主導型保育事業 
⇒事業所内保育を主軸とした企業
主導型の多様な就労形態に対応
した保育の拡大を支援（整備費、
運営費の助成） 

 
 
 
 
 
 

・ベビーシッター等利用者支
援事業 
⇒残業や夜勤等の多様な働き方を
している労働者等が、低廉な価格
でベビーシッター派遣サービスを
利用できるよう支援 

 

仕事・子育て両立支援事業 

市町村主体 国主体 

幼保連携型 

※私立保育所については、児童福祉法第24条により市町村が 

 保育の実施義務を担うことに基づく措置として、委託費を支弁 

子ども・子育て支援新制度の概要 
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認可保育園 
（０～５歳） 

認定こども園 
（０～５歳） 

幼稚園 
（３～５歳） 

小規模保育 
（０～２歳） 

病児保育 

一時預かり 
ファミリー・ 
サポート・センター 

施設に預ける 

事業所内保育 
（０～２歳） 

居宅訪問型保育 
（０～２歳） 

家庭的保育 
（保育ママ） 
（０～２歳） 

自宅などで預かってもらう 

 保育等を一時的に利用する 

利用者が活用できるメニューの全体像 

企業主導型保育 
※事業所内保育の一類型 
※事業主拠出金により運営 

認可施設・事業（国と自治体が公費支援） 認可事業（国と自治体が公費支援） 

企業主導型ベビーシッター 
※事業主拠出金により運営 

自治体独自の保育施設 
例）東京都認証保育所、横浜保育室等 

※自治体が公費支援 

3 



保
育
所 

小
規
模
保
育 

家
庭
的
保
育 

居
宅
訪
問
型 

 
 

 
 

 
 

 

保
育 

事
業
所
内
保
育 

認可施設・事業 認可外施設・事業 

認可：都道府県（指定都市・中核市） 
※子ども・子育て支援法上の確認は市町村 

 

指導監督：都道府県（指定都市・中核市） 

保育所等における認可・認可外の施設・事業と都道府県・市町村の役割分担 

H28.4.1 

より届出対象範
囲の拡大 
 

（１日に保育す
る乳幼児が１人
以上の施設にも
拡大） 

１日に保育する乳幼児が
６人以上 

１日に保育する 
乳幼児が５人以下 

※自社従業員の乳幼児のみ預かる施設や、親族の乳幼児のみ預かる 
 場合等は届出対象外（ただし、都道府県の指導監督の対象になる） 

企業主導型保育事業 

企業主導型ベビーシッ
ター利用者支援事業 

 
届出：都道府県 

 

指導監督：都道府県 
（指定都市・中核市） 

届出：都道府県 
（指定都市・中核市） 
 

指導監督：都道府県 
（指定都市・中核市） 

 
 

新設 

 

認可：市町村 
 

指導監督：市町村 
 

事業主が設置することを想定した事業
（補助あり） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保育所について 

市町村 
＜保育の実施責任あり＞ 

私立保育所   利用者 
保育の提供 

対象及び手続き 

  

利用調整 

保育所  

保育を必要とする乳児・幼児を日々保護者の下から通わせて保育を行うことを目的とする施設（児童福祉法第39条第1項） 
 ○認可：都道府県等（都道府県、政令市又は中核市） 
 ○国の基準に「従い」又は国の基準を「参酌」して都道府県等が条例で定める基準の遵守 
 ○保育時間 ： 原則８時間（設備運営基準第34条）   
 ○「保育所保育指針」に基づき、児童の発達に応じた保育を提供（設備運営基準第35条） 
 ○通常保育以外に延長保育（補助）、休日保育（加算）、夜間保育（加算）等を行う保育所もある。 

  

市町村   
＜保育の実施責任あり

＞ 

公立保育所   利用者 

保育の提供 

利用調整 

保育料 

契約 

<私立保育所の場合> <公立保育所の場合> 

※ 児童福祉法第２４条において、保育所における保育は市町村が実施する 
 こととされていることから、私立保育所における保育の費用については、施 
 設型給付ではなく、現行制度と同様に、市町村が施設に対して、保育に要  
  する費用を委託費として支払う。（子ども・子育て支援法附則第６条） 
   この場合の契約は、市町村と利用者の間の契約となり、利用児童の選考 
  や保育料の徴収は市町村が行うこととなる。 

※ 施設型給付については、保護者に対する個人給付を基礎とし、確実に学校教 
  育・保育に要する費用に充てるため、居住市町村から法定代理受領する仕組み 
  とする（保育料等は施設が利用者から徴収）。（子ども・子育て支援法第27条）  
    契約については、市町村の関与の下、保護者が自ら施設を選択し、保護者が 
  施設と契約する公的契約とし、施設の利用の申込みがあったときは、「正当な理 
    由」がある場合を除き、施設に応諾義務を課す。 

※設備運営基準 
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 
（昭和23年厚生省令第63号） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［従うべき基準の主な内容］ 
＜職員配置基準＞ 

 ・保育士 

   ・０歳児 ３人に保育士１人（３：１）   ・１・２歳児     ６：１   
   ・３歳児    ２０：１            ・４歳以上児  ３０：１ 
     ※３歳児については、１５：１で実施の場合加算あり 
     ※ただし、保育士は最低２名以上配置 

 ・保育士の他、嘱託医及び調理員は必置  ※ 調理業務を全て委託する場合は、調理員を置かなくても可 
 

＜設備の基準＞ 
     ・ ０、１歳児を入所させる保育所 ： 乳児室又はほふく室及び調理室 
          → 乳児室の面積 ： 1.65㎡以上／人  ほふく室の面積 ： 3.3㎡以上／人 
    ・ ２歳以上児を入所させる保育所 ： 保育室又は遊戯室及び調理室 
          → 保育室又は遊戯室の面積 ： 1.98㎡以上／人   
 

［参酌すべき基準の主な内容］ 
  ・屋外遊戯場の設置  ・必要な用具の備え付け  ・耐火上の基準 
  ・保育時間        ・保護者との密接な連絡  

○保育所の基準は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）  
  で区分された「従うべき基準」「参酌すべき基準」に従い、都道府県・指定都市・中核市が条例 
  により定める。 

   

保育所の設備運営基準 

※従うべき基準であっても地方自治体がこれを上回る基準を定めることは可能である。 



 

○ 子ども・子育て支援新制度では、教育・保育施設を対象とする施設型給付・委託費に加え、以下の保育を 
市町村による認可事業（地域型保育事業）として、児童福祉法に位置付けた上で、地域型保育給付の対象とし、 
多様な施設や事業の中から利用者が選択できる仕組みとすることにしている。 

◇小規模保育（利用定員６人以上１９人以下） 

◇家庭的保育（利用定員５人以下） 

◇居宅訪問型保育 

◇事業所内保育（主として従業員の子どものほか、地域において保育を必要とする子どもにも保育を提供） 
 
○ 都市部では、認定こども園等を連携施設として、小規模保育等を増やすことによって、待機児童の解消を図り、人口減少地域
では、隣接自治体の認定こども園等と連携しながら、小規模保育等の拠点によって、地域の子育て支援機能を維持・確保する
ことを目指す。  

 

 

 
 

 
 

 
 

居宅訪問型
保育 

認
可
定
員 

保育の実施場所等 

事業所内 
保育 

小規模保育 

家庭的保育 

保育者の居宅その他の場所、施設 
（右に該当する場所を除く） 

保育を必要とする 
子どもの居宅 

事業所の従業員の子ども 
＋ 

地域の保育を必要とする 
子ども（地域枠） 

５人 

１人 

６人 

１９人 

地域型保育事業の位置付け 

事業主体：市町村、民間事業者等 

事業主体：市町村、民間事業者等 
事業主体：市町村、 

民間事業者等 

事業主体：事業主等 

地域型保育事業について 
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小規模保育事業の認可基準について 
○ 小規模保育事業については、多様な事業からの移行を想定し、Ａ型（保育所分園、ミニ保育所に近い類型）、Ｃ型（家庭的
保育（グループ型小規模保育）に近い類型）、Ｂ型（中間型）の３類型を設け、認可基準を設定する。 

○ 特に、Ｂ型については、様々な事業形態からの移行が円滑に行われるよう、保育士の割合を１／２以上としているが、同時
に、小規模な事業であることに鑑み、保育所と同数の職員配置とせず、１名の追加配置を求めて、質の確保を図る。 

○ また、保育士の配置比率の向上に伴い、きめ細かな公定価格の設定とすることで、Ｂ型で開始した事業所が段階的にＡ型
に移行するよう促し、更に質を高めていくこととしていく。 

  保育所 
小規模保育事業 

Ａ型 Ｂ型 Ｃ型 

職
員 

職員数 
０歳児  ３：１ 
１・２歳児 ６：１ 

保育所の配置基準＋１名 保育所の配置基準＋１名 
０～２歳児 ３：１ 

（補助者を置く場合、５：２） 

資格 
保育士 
※保健師又は看護師等の特
例有（１人まで） 

保育士 
※保育所と同様、保健師又は
看護師等の特例を設ける。 

１／２以上保育士 
※保育所と同様、保健師又は看
護師等の特例を設ける。 

※保育士以外には研修実施 

家庭的保育者 
※市町村長が行う研修を修了した保
育士、保育士と同等以上の知識及
び経験を有すると市町村長が認め
る者 

設
備
・面
積 

保育室
等 

０歳・１歳 
乳児室 １人当たり1.65㎡  
ほふく室 １人当たり3.3㎡ 
２歳以上 
保育室等 １人当たり1.98㎡ 

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡ 
２歳児    １人当たり1.98㎡ 

０歳・１歳児 １人当たり3.3㎡ 
２歳児    １人当たり1.98㎡ 

０歳～２歳児  
いずれも１人３．３㎡ 

処
遇
等 

給食 

自園調理 
※公立は外部搬入可（特区） 

調理室 
調理員 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

※ 小規模保育事業については、小規模かつ０～２歳児までの事業であることから、保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の設定を求める。 
※ 連携施設や保育従事者の確保等が期待できない離島・へき地に関しては、連携施設等について、特例措置を設ける。 
※ また、給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設ける。 
※ 保健師又は看護師に係る職員資格の特例については、地方分権に関する政府方針を踏まえ、平成27年４月１日から准看護師についても対象とされている。 

＜主な認可基準＞ 

地域型保育事業の認可基準について 
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家庭的保育事業等の認可基準について 

○ 家庭的保育事業等については、従前の事業からの移行や、それぞれの事業形態、特徴等を踏まえ、基準を設定する。 

＜主な認可基準＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

  家庭的保育事業 事業所内保育事業 居宅訪問型保育事業 

職
員 

職員数 
０～２歳児  ３：１ 
家庭的保育補助者を置く場合 ５：２ 

定員２０名以上 
保育所の基準と同様 

０～２歳児 １：１ 

資格 

家庭的保育者 
（＋家庭的保育補助者） 

＊市町村長が行う研修を修了した保育士、保
育士と同等以上の知識及び経験を有すると
市町村長が認める者 

必要な研修を修了し、保育士、保育
士と同等以上の知識及び経験を有
すると市町村長が認める者 

定員１９名以下 
小規模保育事業Ａ型、Ｂ型の基準と同様 

設
備
・面
積 

保育室等 ０歳～２歳児 １人当たり3.3㎡ － 

処
遇
等 

給食 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 
（３名以下の場合、家庭的保育補助者を置き、
調理を担当すること可） 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

－ 

※ 家庭的保育事業、事業所内保育事業については、小規模かつ０～２歳児までの事業であることから、保育内容の支援及び卒園後の受け皿の役割を担う連携施設の
設定を求める。（事業所内の卒園後の受け皿に関しては、地域枠の子どものみ対象） 

※ 連携施設や保育従事者の確保等が期待できない離島・へき地に関しては、連携施設等について、特例措置を設ける。 
※ また、給食、連携施設の確保に関しては、移行に当たっての経過措置を設ける。 9 



  

子ども・子育て支援新制度の事業所内保育事業 

企業主導型保育事業 
認可外保育施設 

 
認可外保育施設指導監督基準 定員２０人以上 

定員１９人以下 
（小規模保育事業Ｂ型と同

様） 

職
員 

職員数 

０歳児    ３：１ 
１・２歳児  ６：１ 
３歳児   ２０：１   
４・５歳児 ３０：１ 
最低２人配置 

保育所（定員20人以上）の 
配置基準＋１名以上 
最低２人配置 

保育所（定員20人以上）の 
配置基準＋１名以上 
最低２人配置 

０歳児    ３：１ 
１・２歳児  ６：１ 
３歳児   ２０：１   
４・５歳児 ３０：１ 
最低２人配置 

資格 
保育士 
※保健師、看護師又は准看護師

のみなし特例（１人まで） 

保育従事者（1/2以上保育士） 
※保健師、看護師又は准看護師の

みなし特例（１人まで） 
※保育士以外には研修実施 

保育従事者（1/2以上保育士） 
※保健師、看護師又は准看護師のみ

なし特例（１人まで） 
※保育士以外には研修実施 
 （研修予定修了者等を含む） 

保育従事者（1/3以上保育士） 
※看護師、准看護師でも可 
※１日に保育する乳幼児６人以上

施設 

    

設
備
・
面
積 

保育室
等 

０・１歳児 
 乳児室  1.65㎡／人  
 ほふく室 3.3㎡／人 
２歳児以上 
 保育室又は遊戯室1.98㎡／
人 

０・１歳児 
乳児室又はほふく室3.3㎡／人 
２歳児以上 1.98㎡／人 

事業所内保育事業と同様 
※特別の事情があると公益財団  
 法人児童育成協会が認める場 
 合においては、協会と事業者 
 の間で個別調整が可能（基準 
 に満たない点の補完のため講 
 ずべき措置を盛り込む必要） 

保育室 1.65㎡／人 
 
※０歳児は他年齢の幼児の 
  保育室と別区画 

屋外 
遊戯場 

２歳児以上 3.3㎡／人 ２歳児以上 3.3㎡／人  － 

自園調理 
（外部施設からの搬入可） 

調理室 
調理員 

処
遇
等 

給食 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理室 
調理員 

自園調理 
（連携施設等からの搬入可） 

調理設備 
調理員 

自園調理 
（外部施設からの搬入可） 

調理室 
調理員 

企業主導型保育事業の運営・設置基準 

※その他、認可外基準を遵守 


